
平成 年3月期　個別中間財務諸表の概要
小倉クラッチ株式会社

群馬県桐生市相生町２丁目６７８
http://www.oguraclutch.co.jp/ 本社所在都道府県 群馬県

TEL(0277)54-7101(大代表)

中間決算取締役開催日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 単元株制度採用の有無 有 (１単元 1,000株)

１．15年9月中間期の業績(平成15年4月1日～平成15年9月30日)
(１)経営成績 (百万円未満切捨)

( ( (
( ( (

円 銭
(
(

(注) 15年9月中間期 株 14年9月中間期 株 15年3月期 株

売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(２)配当状況

円 銭 円 銭

(３)財政状態 (百万円未満切捨)

円 銭

(注) 15年9月中間期 株 14年9月中間期 株 15年3月期 株
15年9月中間期 株 14年9月中間期 株 15年3月期 株

２．16年3月期の業績予想(平成15年4月1日～平成16年3月31日)
(百万円未満切捨)

円 銭 円 銭

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 円 銭

氏 名 大 竹 範 夫
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578)  
△

役 職 名 代表取締役社長 氏 名 小 倉 康 宏

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料
発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能
性があります。
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６．中間財務諸表等
①中間貸借対照表 (単位：百万円)

期　　別 

 科　　目
％ ％ ％

Ⅰ

1.  3,384   3,116   3,635  

2.  4,272   3,719   4,515  

3.  9,275   10,251   10,187  

4.  3,163   3,026   3,125  

5.  76   76   76  

6.  161  193  169

7. ※4  1,928   427   1,531  

△ 22   －  △ 15  

 22,240  64.6  20,811  61.6  23,226  64.6

Ⅱ       

1. ※1       

(1) ※2･3  1,880   1,755   1,813  

(2) ※3  1,708   1,544   1,608  

(3) ※2  1,763   1,763   1,763  

(4) ※3  698   744   666  

 6,050  17.6  5,807  17.2  5,851  16.3

2.  22  0.1  23  0.1  23  0.1

3.        

(1)  5,094   5,657   5,344  

(2)  －  －  9

(3)  1,042   1,459   1,500  

△ 3   －  △ 2  

 6,134  17.8  7,116  21.1  6,851  19.1

 12,206  35.4  12,947  38.4  12,726  35.4

 34,447  33,759  35,953100.0 100.0 100.0

繰 延 税 金 資 産

繰延税金資産

建 物

投資その他の資産合計

そ の 他

有形固定資産合計

資 産 合 計

構成比金　　　　　額金　　　　　額

前中間会計期間末

（平成14年9月30日現在）
金　　　　　額 構成比

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成15年3月31日現在）

当中間会計期間末

受 取 手 形

た な 卸 資 産

有 価 証 券

（平成15年9月30日現在）
構成比

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

固 定 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

売 掛 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

機械及び装置

土 地

そ の 他

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券
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(単位：百万円)
期　　別 

 科　　目
％ ％ ％

Ⅰ

1.  8,415   8,516   8,659  

2.  1,785   1,735   1,919  

3. ※2  1,926   2,421   1,901  

4.  3,000  －  3,000

5.  214   95   343  

6.  418   414   415  

7. ※4  648   712   684  

  16,408  47.6   13,895  41.2  16,924  47.1

Ⅱ         

1. ※2  4,071   5,206   4,597  

2.  218   288   272  

3.  83  152  114

4.  30  108  －

5.  0   0   0  

  4,404  12.8   5,756  17.1  4,984  13.9

  20,813  60.4   19,651  58.2  21,909  60.9

        

Ⅰ   1,858  5.4   1,858  5.5  1,858  5.2

Ⅱ       

1.  1,798   1,798   1,798  

  1,798  5.2   1,798  5.3  1,798  5.0

Ⅲ       

1.  354   354   354  

2.  8,603  9,403   8,603

3.  1,017  488   1,432

  9,974  29.0   10,245  30.3  10,389  28.9

Ⅳ   220  0.6   427  1.3  218  0.6

Ⅴ  △ 218 △ 0.6  △ 223 △ 0.7 △ 222 △ 0.6

  13,633  39.6   14,107  41.8  14,043  39.1

  34,447   33,759  35,953100.0 100.0 100.0

１年以内に償還する転換社債

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

資 本 準 備 金

利益剰余金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間(当期)未処分利益

利益剰余金合計

資本剰余金合計

そ の 他

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

負 債 ・ 資 本 合 計

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

退職給付引当金

繰 延 税 金 負 債

資 本 金

資本剰余金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（資　本　の　部）

前中間会計期間末

構成比

流 動 負 債

当中間会計期間末

（平成15年9月30日現在）（平成14年9月30日現在）

支 払 手 形

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

金　　　　　額

買 掛 金

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成15年3月31日現在）

（負　債　の　部）

構成比金　　　　　額 構成比金　　　　　額
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②中間損益計算書 (単位：百万円)
期　　別 

 科　　目
％ ％ ％

Ⅰ   15,828   15,954   32,161

Ⅱ ※1   13,751  86.9   14,149  88.7   28,103  87.4

  2,076  13.1   1,805  11.3   4,057  12.6

Ⅲ ※1   1,464  9.3   1,493  9.4   2,956  9.2

  612  3.9   311  2.0   1,101  3.4

Ⅳ          

1.  17    16    35   

2.  －   －   95  

3.  33  50  0.3  65  81  0.5  232  363  1.1

Ⅴ        

1.  45    46    90   

2.  17    88    －   

3.  21  83  0.5  27  161  1.0  40  131  0.4

  578  3.7   232  1.5   1,333  4.1

Ⅵ ※2   662  4.2   17  0.1   690  2.1

Ⅶ ※3   327  2.1   107  0.7   466  1.5

  913  5.8   142  0.9   1,556  4.8

 227    128    492   

 169  396  2.5 △ 46  81  0.5  131  623  1.9

  517  3.3   60  0.4   932  2.9

  499    428    499  

  1,017    488    1,432  

100.0 100.0

前中間会計期間

百分比 百分比金　　　　　額金　　　　　額
至　平成15年9月30日

前事業年度の
要約損益計算書

至　平成15年3月31日

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

自　平成14年4月 1日
至　平成14年9月30日
金　　　　　額 百分比

売 上 高

販売費及び一般管理費

100.0

為 替 差 損

そ の 他

受 取 利 息

そ の 他

支 払 利 息

為 替 差 益

当中間会計期間

自　平成15年4月 1日 自　平成14年4月 1日

法人税、住民税及び事業税

税引前中間(当期)純利益

特 別 損 失

特 別 利 益

営業外費用

営業外収益

経 常 利 益

中間(当期)未処分利益

前 期 繰 越 利 益

中間(当期 )純利益

法 人 税 等 調 整 額
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法
子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの

時価のないもの 移動平均法による原価法
なお、債券については償却原価法

デリバティブ取引 時価法
たな卸資産
製品及び仕掛品 先入先出法による原価法
原材料 移動平均法による原価法
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

建　　物
機械装置

無形固定資産

長期前払費用

３．引当金の計上基準 貸倒引当金

賞与引当金

役員退職慰労引当金

退職給付引当金

中間決算末日の市場価格に基づく時
価法(評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております。)

　定額法を採用しております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内
における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお
ります。

　定額法を採用しております。

　定率法を採用しております。

会計基準変更時差異については、４年による按分額を費
用処理しております。

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物(建物付属
設備は除く)については、定額法によっております。

なお１０万円以上２０万円未満の資産については、３年
間で均等償却する方法を採用しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により回収不能見込額を計上しておりま
す。

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給
見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間
期末要支給額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産に基づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認められる額を計上しております。

７～５０年
１０年

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

数理計算上の差異については、各期の発生時における従
業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による
按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。
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４．リース取引の処理方法

５．重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
為替予約

金利スワップ

②ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段

・ヘッジ対象

③ヘッジ方針
為替予約

金利スワップ

④ヘッジ有効性評価の方法
為替予約

金利スワップ

⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

６． 消費税等の会計処理

特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を
省略しております。

デリバティブ取引に関する社内規定に基づき取引を行っ
ております。

金利の変動に伴うリスクの軽減を目的としており、投
機的な取引は行わない方針であります。

為替予約は、リスク管理方針に従って米ドル及びユー
ロ建の外貨建債権残高の範囲内の金額で回収期日とほぼ
同一期日の為替予約契約を締結しており、予約の締結時
に当該予約を対象債権にそれぞれ振当てているため、そ
の後の為替相場の変動に対するヘッジの効果は完全に確
保されており、ヘッジ会計の要件を満たしております。
なお、中間決算日における有効性の評価は省略しており
ます。

その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な会計事項 　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

デリバティブ取引（為替予約及び金
利スワップ取引）
外貨建売上取引に係る債権及び借入
金に係る金利

為替予約は、将来の為替リスクを回避することを目的
としており、投機的な取引は行わない方針であります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。

金利スワップについては、特例処理の要件を満たして
おりますので、特例処理を行っております。

為替予約について振当処理の要件を満たす場合は振当
処理を行っております。
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会計方針の変更

（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準）

（１株当たり情報）

なお、財務諸表規則の改正により、当事業年
度における貸借対照表の資本の部及び剰余金計
算書については、改正後の財務諸表規則により
作成しております。

なお、これによる影響については「１株当たり
情報に関する注記」に記載しております。

前中間会計期間

至　平成14年9月30日

自　平成14年4月 1日

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関
する会計基準」（企業会計基準第２号）及び
「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適
用しております。

前事業年度

至　平成15年3月31日

当中間会計期間

至　平成15年9月30日

自　平成14年4月 1日自　平成15年4月 1日

当事業年度から「自己株式及び法定準備金の
取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１
号）を適用しております。これによる当事業年
度の損益に与える影響は軽微であります。
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（表示方法の変更）

前中間会計期間におきまして流動資産の「その
他」（前中間会計期間末123百万円）及び投資その
他の資産の「その他」（前中間会計期間末179百万
円）に含めて表示しておりました「繰延税金資
産」については、当中間会計期間より区分掲記し
ております。

当中間会計期間

至　平成15年9月30日
自　平成15年4月 1日自　平成14年4月 1日

前中間会計期間

至　平成14年9月30日
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追加情報

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

前事業年度

至　平成15年3月31日

当中間会計期間

至　平成15年9月30日

自　平成14年4月 1日自　平成15年4月 1日

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当
中間会計期間における中間貸借対照表の資本の
部については、改正後の中間財務諸表等規則に
より作成しております。

前中間会計期間

至　平成14年9月30日

自　平成14年4月 1日

当中間会計期間から「自己株式及び法定準備
金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準
第１号）を適用しております。これによる当中
間会計期間の損益に与える影響は軽微でありま
す。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

13,971 百万円 14,571 百万円 14,351 百万円

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産

(1) 担保提供資産 (1) 担保提供資産 (1) 担保提供資産

土 地 61 百万円 土 地 61 百万円 土 地 61 百万円

建 物 17 建 物 16 建 物 16

(2) 担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務

長 期 借 入 金 12 百万円 長 期 借 入 金 11 百万円 長 期 借 入 金 11 百万円
一年以内に返済する
長期借入金を含む

一年以内に返済する
長期借入金を含む

一年以内に返済する
長期借入金を含む

偶発債務 偶発債務 偶発債務

信濃機工㈱ 100 百万円 信濃機工㈱ 100 百万円 信濃機工㈱ 100 百万円

ｵｸﾞﾗS.A.S. 1,528 ｵｸﾞﾗS.A.S. 1,535

( 11,700 千EUR) ( 11,700 千EUR)

㈱ｴｰ･ｱｰﾙ･ｼｰｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 30 ㈱ｴｰ･ｱｰﾙ･ｼｰｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 30

ｵｸﾞﾗｸﾗｯﾁ･ﾏﾚｰｼｱSDN.BHD. 82 ｵｸﾞﾗｸﾗｯﾁ･ﾏﾚｰｼｱSDN.BHD. 89

( 2,800 千RM) ( 2,800 千RM)

受取手形割引高 1,350 百万円 受取手形割引高 2,010 百万円 受取手形割引高 1,420 百万円

400 200 300

※３ 圧縮記帳額 ※３ 圧縮記帳額 ※３ 圧縮記帳額

建物 9 百万円 建物 9 百万円 建物 9 百万円

機械及び装置 25 機械及び装置 25 機械及び装置 25
その他(工具器具備品) 1 その他(工具器具備品) 1 その他(工具器具備品) 1

計 37 計 37 計 37

※４消費税等の取り扱い ※４消費税等の取り扱い

同左

（中間損益計算書関係）

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 406 百万円 有 形 固 定 資 産 397 百万円 有 形 固 定 資 産 859 百万円

無 形 固 定 資 産 0 無 形 固 定 資 産 0 無 形 固 定 資 産 1

※２ 特別利益の主要項目 ※２ 特別利益の主要項目 ※２ 特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入額 12 百万円 貸倒引当金戻入額 17 百万円 貸倒引当金戻入額 19 百万円

生 命 保 険 金 650 生 命 保 険 金 670

※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目
投資有価証券評価損 27 百万円 100 百万円 投資有価証券評価損 60 百万円

退 職 慰 労 金 190 退 職 慰 労 金 190

100 200

前事業年度当中間会計期間

自　平成14年4月 1日自　平成15年4月 1日

債権譲渡した売掛
債権の残高

債権譲渡した売掛
債権の残高

直接減額方式による圧縮記帳額は、保険差益
の圧縮記帳額であり、その内訳は次の通りであ
ります。

直接減額方式による圧縮記帳額は、保険差益
の圧縮記帳額であり、その内訳は次の通りであ
ります。

直接減額方式による圧縮記帳額は、保険差益
の圧縮記帳額であり、その内訳は次の通りであ
ります。

仮払消費税等及び預り消費税等は、相殺のう
え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の
「その他」に含めて表示しております。

前中間会計期間

前中間会計期間末

（平成14年9月30日現在）

債権譲渡した売掛
債権の残高

前事業年度末

（平成15年3月31日現在）

当中間会計期間末

（平成15年9月30日現在）

退職給付会計変更
時差異償却

下記の関係会社の金融機関借入金等に対して債
務保証を行っております。

下記の関係会社の金融機関借入金等に対して債
務保証を行っております。

退職給付会計変更
時差異償却

退職給付会計変更
時差異償却

下記の関係会社の金融機関借入金等に対して債
務保証を行っております。

至　平成14年9月30日 至　平成15年3月31日至　平成15年9月30日

自　平成14年4月 1日
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（リース取引関係）

１． １． １．

① ① ①

百万円 百万円 百万円

機 械 装 置 機 械 装 置 機 械 装 置

及び運搬具 及び運搬具 及び運搬具

合 計 合 計 合 計

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円 百万円

③ ③ ③

百万円 百万円 百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

・ ・ 同　　左 ・ 同　　左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

・ ・ 同　　左 ・ 同　　左

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

前中間会計期間

至　平成14年9月30日

前事業年度

至　平成15年3月31日

当中間会計期間

至　平成15年9月30日

自　平成14年4月 1日自　平成15年4月 1日自　平成14年4月 1日

百万円

合 計

357

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び中間期末残高相当額

617

1,426

2,043

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額
百万円

359 217
そ の 他

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

減価償却費相当額

支払利息相当額

319

33

支 払 リ ー ス 料

１ 年 超

4,347 2,427

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

１ 年 以 内

百万円

１ 年 以 内 595

298 215 82
そ の 他

百万円

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び中間期末残高相当額

取 得 価 額減価償却累

１ 年 超 1,196

合 計 1,792

340

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

減価償却費相当額 303

支払利息相当額 27

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

取 得 価 額減価償却累

相 当 額計額相当額
百万円

支 払 リ ー ス 料

173 72

4,151

百万円

1,364

2,714 1,437

245

１ 年 以 内 553

１ 年 超 1,126

合 計 1,680

支 払 リ ー ス 料 667

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

減価償却費相当額 594

支払利息相当額 60

中 間 期 末

残高相当額

中 間 期 末

残高相当額相 当 額計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

3,987 2,210 1,776 4,021 2,418 1,602 3,905 2,541

そ の 他

1,919 4,319 2,634 1,685

142
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（有価証券関係）

前中間会計期間（平成14年9月30日現在）

子会社及び関連会社で時価のあるもの

該当事項はありません。

当中間会計期間（平成15年9月30日現在）

子会社及び関連会社で時価のあるもの

該当事項はありません。

前事業年度（平成15年3月31日現在）

子会社及び関連会社で時価のあるもの

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

有　　価　　証　　券
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